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「公募型プロポーザル方式（建設工事）」公告 

 

山梨県企業局は、次の工事を公募型プロポーザル方式（建設工事）により行いますので、

参加資格等について、次のとおり公告します。 

 

平成２８年９月１５日 

山梨県公営企業管理者  一 瀬 文 昭 

 

１ 工事概要等 

(1) 工 事 名 米倉山太陽光発電所ＰＲ施設ＣＬＴ材利用屋外休憩施設建設工事（以

下「対象工事」という。） 

(2) 工事番号   電気委 16-0008 

(3) 施工場所 山梨県甲府市下向山地内 

(4) 目 的 山梨県企業局６０周年記念事業の一環として、米倉山太陽光発電所ＰＲ

施設の快適性の向上を図りつつ、県産木材の利用促進に資するため、県

産材を用いたＣＬＴ材により休憩施設（サンシェードテラス）等を建設す

る。 

(5) 工事内容   ・サンシェードテラス 1 棟（１５７.５㎡） 

 ・ふれあいスクエア 1 棟（９㎡） 

(6) 工 期 契約締結の日の翌日から平成２９年３月１５日まで 

(7) 予定価格 ５８,２９８,４００円（税込、税率８％） 

(8) 設計受託者 (株)雨宮建築設計事務所（甲府市上石田４－７－７） 

 

２ 対象工事に参加する者に必要な要件 

山梨県における建設工事の競争入札参加資格の認定を受けている者のうち、この公告の

日から契約締結の日までの間（（５）、（６）、（８）及び（９）にあっては、それぞれに定める期間）

に、次に掲げる要件を全て満たしている者であること。なお、確認のための資料を求めない参

加資格については、参加表明書の提出時に当該要件を満たしていることを誓約したものとみ

なす。 

(１) 対象工事に必要な次の要件を満たす者であること。 

① 山梨県建設工事入札参加資格「建築一式」に登録があること。 

② 本店所在地が山梨県内であること。 

③ 平成２８年２月１日の直前に終了する経営事項審査における総合評定値が８９０点以

上であること。 

④ 請負額５千万円以上の建築一式工事の施工実績（元請として請負い平成１３年４月１

日以降に完成引渡し済みの工事を対象とする。）を有すること。なお、共同企業体の構成

員としての実績は、出資比率が２０％以上のものに限る。また、業務実績の対象とする発

注機関は、別紙３「発注機関一覧表」に掲げるものに限る。 
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⑤ 監理技術者資格者証を有する一級建築施工管理技士を配置すること。また、配置す

る技術者については、直接的かつ恒常的な雇用関係（入札参加の表明を行った日以前

に３ヶ月以上の期間、継続した雇用関係があること。）がなければならず、当該配置技術

者の工期途中での交代は、死亡、傷病、退職等、山梨県企業局電気課長が認める理由

のほかは、原則として認めない。 

⑥ ＩＳＯ９００１の認証（登録範囲に対象工事の内容を含んでいること。）を取得していること。

なお、認証については、(公財)日本適合性認定協会（以下「ＪＡＢ」という。）又はＪＡＢと相

互認証している機関に認定されている審査登録機関の認証でなければならない。 

(２) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に該当しない

者及び同条第２項の規定に基づき山梨県の入札参加の制限を受けていない者であるこ

と。 

(３) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６

号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は法人であってその役員が暴力団

員でないこと。 

(４) 特定建設工事共同企業体による場合は、山梨県共同企業体取扱要綱（昭和６３年４

月１日施行）第３章に定める共同企業体であること。 

(５) 公告の日の６月前の日以降に手形又は小切手の不渡りを出した者でないこと。 

(６) 公告の日の２年前の日以降に不渡りによる取引停止処分を受けている者でないこと。 

(７) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更正手続開始の申立て又は民事再生

法（平成１１年法律第２２５号）に基づく民事再生手続開始の申立てがなされた者につい

ては、当該手続開始の決定の後に山梨県建設工事等入札参加資格に係る再認定取扱

要領（平成１９年６月２０日施行）により入札参加資格の再認定を受けた者であること。 

(８) 公告の日以降に、山梨県建設工事請負契約に係る指名停止等措置要領（平成２６年

１２月１日施行。以下「指名停止等措置要領」という。）に基づく指名停止を受けている日

が含まれている者でないこと。 

(９) 公告の日の１月前以降に山梨県発注工事において５５点未満の工事成績評定通知を

受けていない者であること。 

(１０) 対象工事に係る設計業務等の受託者又は当該受託者と資本又は人事面において

関連のある者でないこと。 

(１１) 山梨県税、消費税及び地方消費税の滞納がない者であること。 

 

３ 様式の配布 

本件公告に係る様式を次のとおり配布する。 

(１) 配布期間 

平成２８年９月１５日（木）から平成２８年９月２６日（月）まで 

(２) 配布方法 

山梨県企業局電気課ホームページからダウンロードすること。 

URL http://www.pref.yamanashi.jp/kg-denki/ 
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(３) 配布様式 

① 公告文 

② 別紙１「設計図書」 

③ 別紙２「設計参考資料」 

④ 別紙３「発注機関一覧表」 

⑤ 別紙４「建設工事請負契約書」 

⑥ 別紙５「辞退届」 

⑦ 参加表明書等（様式１号、２号） 

⑧ 技術提案書等（様式７号、８号） 

⑨ 入札書（様式９号） 

 

４ 参加表明及び技術提案の手続等  

(１) 参加表明書等の提出期間、提出方法等 

① 提出期間 

平成２８年９月１６日（金）から平成２８年９月２６日（月）までの、山梨県の休日を定める

条例（平成元年山梨県条例第６号）第１条に規定する県の休日（以下「県の休日」とい

う。）を除く毎日、午前９時から午後５時まで。 

② 提出方法 

山梨県企業局電気課あてに郵送（期日までに配達されるものに限る。）又は持参により

提出すること。 

③ 提出書類  

参加表明書等（様式１号、２号及び添付資料） 

※ 配置予定技術者については、複数の候補技術者を提出できる。また、参加表明

書提出時に施工中の工事に係る候補技術者も配置予定技術者として提出できる。 

④ 参加資格についての通知 

参加表明書等の受付終了後、要件を満たしているか審査を行い、参加表明書等の提

出者に対して、郵送により通知する。〔平成２８年９月２９日（木）発送予定〕 

⑤ 非該当理由に関する事項 

1) 参加資格要件を満たしていないとされた者は、通知を受けた日の翌日から起算して

１０日（県の休日を含まない。）以内に、山梨県企業局電気課長に対して、書面（様式

自由）により、非該当理由について説明を求めることができる。 

2) 1)の回答は、書面を受理した日の翌日から起算して１０日以内（県の休日を含まな

い。）に行う。 

(２) 技術提案書等の提出期間、提出方法等 

参加資格要件を満たしているとされた者は、技術提案書、技術資料及び入札書を次

により提出しなければならない。 

① 提出期間 

平成２８年９月３０日（金）から平成２８年１０月７日（金）までの、県の休日を除く毎日、
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午前９時から午後５時まで。 

② 提出方法 

山梨県企業局電気課あてに郵送（期日までに配達されるものに限る。）又は持参により

提出すること。 

③ 提出書類 

1) 技術提案書等（様式７号、８号及び添付資料） 

2) 入札書（様式９号） 

 

５ 技術提案 

対象工事において技術提案を求める項目は、次のとおりである。 

＜項目１＞ 

対象工事は、施行事例が少ないＣＬＴ材を使用する特殊な工事であり、更にＣＬＴ材に

ついては、県産木材を調達し、ラミナの製造とＣＬＴパネルへの加工を行った後、現場へ

搬入し組み立てる等の複雑な工程を経ることから、材料の調達や品質管理の方法等に

ついて、適切な施工計画の提案を求める。 

※ 本項目については、技術資料（様式８号）とは別に、工程表（Ａ３版１枚、様式自由）

を提出すること。 

＜項目２＞ 

ＣＬＴパネルの脚部とコンクリート基礎を接合するためのアンカーボルト等の施工について

は、特に高い精度による施工が必要となるが、現地でのコンクリート基礎の施工やＣＬＴパ

ネルの組立等における具体的な施工管理及び施工精度の確保の方法について、技術的

な提案を求める。 

＜項目３＞ 

米倉山の施工現場は、既設の遊歩道等の中にあり、作業スペースに制限がある中で

高い精度による施工が必要となるため、その条件における、工事車両や建設用機械の配

置、施工手順等について、効率的な施工計画の提案を求める。 

 

６ 入札手続等 

入札書は、封書に入れて密封し、その封書の表に氏名（法人の場合は、その商号又は名

称）及び「米倉山太陽光発電所ＰＲ施設ＣＬＴ材利用屋外休憩施設建設工事の入札書在中」

と朱書きすること。 

(１) 入札書において使用する言語は日本語に限るものとし、入札金額は日本国通貨による

表示に限るものとする。 

(２) 入札書には、自己の見積った契約希望価格から消費税及び地方消費税に相当する額

を除いた金額を記載すること。なお、入札書に記載された金額に当該金額に係る消費税

及び地方消費税に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、

その端数を切り捨てた金額）を落札価格とする。 

(３) 次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。 
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① 虚偽の申請を行った者のした入札 

② 不正行為が判明した入札 

③ 記名押印又は署名を欠く入札 

④ 金額を訂正した入札又は金額の記載の不鮮明な入札 

⑤ 誤字、脱字等により意思表示が不明瞭な入札 

⑥ 開札時において、本件公告に掲げる参加資格のいずれかの要件を満たさなくなった者

の行った入札 

⑦ 前各号に定めるもののほか、入札に関する条件に違反した入札 

(４) 本件入札には、最低制限価格を設けている。 

(５) 入札保証金は、免除する。 

 

７ 開札 

(１) 実施期日 平成２８年１０月１８日（火）（予定） 

(２) 実施場所 山梨県企業局大会議室 

(３) 実施方法 入札執行業務に関係のない職員２名を立ち合わせて行う。 

 

８ 技術提案書等に関するヒアリング 

技術提案書等に関するヒアリングを次のとおり実施する。 

(１) 実施期日 平成２８年１０月１８日（火）（予定） 

※ 詳細は、対象者に別途通知する。 

(２) 実施場所 山梨県企業局大会議室（山梨県庁北別館５階）（予定） 

(３) 注意事項 

① ヒアリングは、１事業者当たり３０分とし、提出した技術資料の説明１５分、質疑応答１５

分とする。 

② 出席者は、１事業者につき３名以内とし、提出した技術資料の説明及び質疑応答は、

配置予定技術者が行うものとする。 

③ ヒアリングの際、資料を追加することは認めない。 

 

９ 技術提案書等の審査及び落札者の決定等 

(１) 提出された技術提案書等の評価及び審査並びにヒアリングは、山梨県企業局に設置

する技術評価委員会が実施する。 

(２) 技術評価委員会は、技術提案の評価に基づく技術点及び入札価格に基づく価格点の

合計点数が最も高い者を落札者として選定し、山梨県企業局は、技術評価委員会の選

定に基づき、技術提案の評価、入札価格等を総合的に審査し、最も優れた提案を行った

者を落札者として決定する。 

(３) 落札者の決定後、落札者に不正行為が判明したときは、落札を取り消す。 
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１０ 採点基準等 

(１) 配点について 

① 技術点の配点は７５点、価格点の配点は２５点、合計１００点とする。 

② 技術点については、技術提案を求める項目１～３について各２５点とする。 

(２) 技術提案の評価について 

① 技術提案は、技術提案を求める３項目について、それぞれ「適合性」、「明確性」及び

「信頼性」の観点から絶対評価を行う。 

② 「適合性」は、技術要件に対する妥当性を有し、内容が合理的かつ適切と認められる

か否かについて評価を行う。 

③ 「明確性」は、技術要件に対する具体的な方法や条件が明示されており、曖昧でない

か否かについて評価を行う。 

④ 「信頼性」は、実現方法の信頼性を担保できる具体的な事例、手法、条件、他方式と

の比較等が示されているか否かについて評価を行う。 

 

１１ 技術提案書等の審査結果の通知 

(１) 技術提案書等の審査結果について、技術提案書等の提出者に対して、郵送により通

知する。〔平成２８年１０月２１日（金）（発送予定）〕 

(２) 技術提案書等の提出者のうち落札者以外の者（以下「非落札者」という。）は、前項の

通知を受けた日の翌日から起算して１０日以内（県の休日を含まない。）に、山梨県企業

局電気課長に対して、書面（様式自由）により、採用されなかった理由について説明を求

めることができる。 

(３) 前項の回答は、書面を受理した日の翌日から起算して１０日以内（県の休日を含まな

い。）に行う。 

 

１２ 契約手続等 

(１) 落札者は、別紙４「建設工事請負契約書」に記名押印又は署名し、山梨県企業局が

別に指示する場合を除き、落札者決定の通知を受けた日の翌日から起算して３日以内

（県の休日を含まない。）に、山梨県企業局電気課へ提出しなければならない。この場合

において、当該期間内に契約書を提出しないときは、落札者としての権利を失う。 

(２) 落札者が、契約締結までの間に本件公告に掲げる参加資格のいずれかの要件を満た

さなくなった場合は、契約を締結しない。 

(３) 落札者は、契約金額の１００分の１０以上の契約保証金を納付しなければならない。た

だし、公共工事履行保証証券による保証を付し、又は履行保証保険契約の締結を行った

場合は、契約保証金を免除する。 

(４) 落札者が契約を締結しないとき又は落札者に不正な行為があって落札を取り消したと

きは、落札価格の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収する。 

(５) 落札者が契約を締結した場合において、当該落札者が、私的独占の禁止及び公正取

引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号）、刑法（明治４０年法律第４５号）第９６
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条の３若しくは第１９８条若しくは契約条項に違反する行為又は地方自治法施行令第１６

７条の４第２項第２号に該当する行為を行ったと認められるときは、契約を解除することが

ある。 

 

１３ 支払条件 

(１) 前金払 

適用する。金額は、契約金額の４割以内とし、１万円未満の端数は切り捨てる。 

(２) 中間前金払 

適用する。金額は、契約金額の２割以内とし、１万円未満の端数は切り捨てる。 

(３) 部分払 

適用する。ただし、山梨県財務規則（昭和３９年山梨県規則第１１号）第１１５条第２項

の規定による回数の範囲内とする。 

 

１４ 失格 

次の各号のいずれかに該当すると認められる入札者又は落札者は、失格とする。 

(１) 予定価格を上回る入札を行った者 

(２) 最低制限価格を下回る入札を行った者 

(３) 技術評価委員会の委員その他本件入札の関係者に対し、工作等不当な活動を行った

と認められる者 

(４) 契約の締結までの間に、社会的信用を失墜させる行為が判明した者 

 

１５ 本件公告に関する問い合わせ 

(１) 受付期間 

平成２８年９月１６日（金）午前９時から平成２８年９月２６日（月）午後５時まで 

(２) 受付方法 

質問内容を簡潔に記入の上、電子メールにより質問すること。なお、電子メールの着信

確認は、送信者の責任において行うこと。 

(３) 回答予定日 

原則として、電子メールの受信後２日以内（県の休日を含まない。） 

(４) 回答方法 

質問に対する回答は、電子メールにより行う。なお、必要に応じて、山梨県企業局電気

課ホームページで公表する。 

 

１６ その他 

(１) 本件公告に定めのない事項については、山梨県企業局財務規程（昭和４１年山梨県

企業局管理規程第３７号）に基づいて行う。 

(２) 落札者が提出した技術提案書等のうち対象工事に関する部分の権利は、山梨県企業

局に属するものとする。ただし、落札者が他の建設工事等でその成果を使用することを妨
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げない。 

(３) 非落札者の技術資料は、落札者と契約を締結後、速やかに返却する。 

(４) 本件公告に関する説明会は行わない。 

(５) 参加表明書等及び技術提案書等の作成、提出及びヒアリングに要する費用は、提出

者の負担とする。 

(６) 提出資料等に虚偽の記載をした場合は、当該資料等を無効にするとともに、指名停止

等措置要領に基づき指名停止を行うことがある。 

(７) 対象工事に参加しようとする者は、談合を行ってはならない。また、契約後に談合の事

実が明らかになった場合は、契約を解除することがあり、契約者は談合に対する違約金を

支払わなければならない。 

(８) 他の低入札調査基準価格を下回った価格で落札した工事に配置している専任技術者

及び追加技術者は、対象工事の配置予定技術者との兼務は認めない。また、現場代理

人についても対象工事の現場代理人との兼務を認めない。 

(９) 災害その他の事情により、契約手続の実施が困難となった場合は、本件公告に関する

手続を延期することがある。 

(１０) 参加資格要件を満たしているとされた者が技術提案書等の提出を辞退する場合は、

辞退届（別紙５）を提出すること。なお、辞退届の提出者は、これを理由として以後に不

利益な扱いを受けるものではない。 

 

１７ 問い合わせ及び書類の提出先 

山梨県企業局電気課研究開発担当 

郵便番号 ４００－８５０１ 

住所 山梨県甲府市丸の内１－６－１ 

電話 ０５５－２２３－５３９０（直通） 

FAX ０５５－２２３－５３９３ 

E-mail kg-denki@pref.yamanashi.lg.jp 

 


